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大深度地下の公共的使用（河川事業、道路事業、鉄道事業等の公共公益事業）については、使用認可を受ける
ことにより事業者は事前に補償を行うことなく事業を実施することができる。（法第25条等）

大深度地下使用認可の手続について ①
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大深度地下の範囲（法第２条等） 対象地域（法第３条等）

大深度地下の公共的使用に関する特別措置法に基づく使用の認可の効果

※近畿圏整備法の既成市街地又は近郊整備地帯の区域内にある市町村の区域



１号要件 ： 事業が第四条各号に掲げるものである
こと。

２号要件 ： 事業が対象地域における大深度地下
で施行されるものであること。

３号要件 ： 事業の円滑な遂行のため大深度地下
を使用する公益上の必要があるもので
あること。

４号要件 ： 事業者が当該事業を遂行する十分な
意志と能力を有する者であること。

５号要件 ： 事業計画が基本方針に適合するもの
であること。

６号要件 ： 事業により設置する施設又は工作物
が、事業区域に係る土地に通常の建
築物が建築されてもその構造に支障
がないものとして政令で定める耐力以
上の耐力を有するものであること。

７号要件 ： 事業の施行に伴い、事業区域にある
井戸その他の物件の移転又は除却が
必要なるときは、その移転又は除却が
困難又は不適当でないと認められるこ
と。

使用認可の手続き 使用認可の要件（法第16条）

大深度地下使用認可の手続について ②
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H30.5.11～5.25
申請書の公告・縦覧（区長）

使用の認可に関する処分

登録簿の閲覧（都県知事）

事業区域の長期縦覧（区市長）

事 業 者 国 土 交 通 省 大深度地下使用協議会

協議会の開催

H30.2.28 提出

H30.6.6
幹事会の開催

【審査】

府 及び 区

使用認可申請書

〔必要があると認めるときに行う〕

関係行政機関の意見の聴取

学識経験者の意見の聴取

公聴会の開催 等

使用の認可 認可の拒否

告示

寝屋川北部地下河川事業の使用認可に関する処分の手続について

区長に申請書の写しを送付

①国土交通大臣は、使用の認可に関する処分を行おうとする場合において、関係のある行政機関の意見書の添付がなかったとき
その他必要があると認めるときは、原則として関係のある行政機関の意見を求めなければならない。

②関係のある行政機関は、使用の認可に関する処分について、国土交通大臣に対して意見を述べることができる。

事業者からの申請書の説明

関係行政機関から
国土交通大臣に対する意見

関係行政機関の意見の聴取（法第１８条）

※大深度地下使用協議会における協議（法第７条）を通じて実施
例：安全の確保、環境の保全、文化財の保存 等
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手続の流れ・今後の予定

今
後
の
予
定

H30.4.24

利害関係人の意見書
の報告（府知事）


